
 

 

 

 環 境 保 全 協 定 書  
 

（ひな型） 

関係法令等の改正及び市の必要に応じて文言を変更することがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

福  山  市 

［進 出 企 業］ 

  



環境保全協定書 

 

 

福山市（以下「甲」という。）及び［進出企業］（以下「乙」という。）は，○○○○

年（令和○○年）○○月○○日付けで甲と乙が締結した福山北産業団地第２期事業土地売

買契約に基づき、住民の健康を保護するとともに地域の生活環境を保全するため、次のと

おり環境保全協定を締結した。 

 

 

（協定の理念） 

第１条 乙は，駅家加茂地域の環境の保全に対する責務を深く自覚して、次条以下に定め

る協定事項を誠実に遵守し、この地域における環境の保全に最善の努力をはらうことを

確約する。 

（環境保全関係法令の遵守） 

第２条 乙は、環境保全関係法令等を遵守し、駅家加茂地域における環境の保全のため、

より高度な技術の開発及び最新の技術の導入を図るものとする。 

（環境保全に関する相互協力） 

第３条 乙は、福山北産業団地に立地する他の企業者と共同してこの地域の環境保全のた

め甲が行う諸施策、行政指導等について積極的に協力するものとする。 

（施設の設置協議） 

第４条 乙は、工場又は事業場（以下「工場等」という。）の操業に先立ち、本契約の利

用計画において定める公害防止施設の設置状況等について甲の確認を得なければならな

い。 

（公害防止対策） 

第５条 乙は、工場等の事業活動に伴って発生する公害を防止するため、福山北産業団地

第２期事業公害規制規準（２０２１年（令和３年）６月２４日決定）を遵守するものと

する。 

（廃棄物の適正処理） 

第６条 乙は、工場等の事業活動に伴って生ずる廃棄物を再利用・再生利用などにより発

生抑制に努めるとともに、自らの責任によりこれによる公害又は環境汚染を生じないよ

う適正に処理するものとする。 

（事故時の措置） 

第７条 乙は、公害関係法令に定める特殊施設その他関係施設（以下「公害関係施設」と



いう。）について、故障・破損その他事故（以下「事故」という。）が発生し、これに

より人の健康又は生活環境に係る被害を生じ、又は被害を生じるおそれがあると認めら

れるときは直ちにその事故について応急の措置を講ずるとともに、遅滞なく甲にその状

況を報告するものとする。 

２ 甲は、前項の報告を受け必要があると認めたときは、乙に対し事故の拡大又は再発の

防止のため操業の一時停止等必要な措置を命ずることができるものとし、乙はこれに対

し適切な措置を講ずるものとする。 

（協定違反時の措置） 

第８条 甲は、乙がこの協定に違反したときは、乙からその事情を聴取し、期限を定めて

必要な改善措置をとるべきことを命じ、又は事業の一時停止を命ずることができるもの

とする。 

２ 乙は、前項の命令があった場合、誠実にこれに従うとともに、直ちに必要な措置を講

じなければならない。 

（被害補償等） 

第９条 工場等からの排出ばい煙、排水等により被害が生じた場合には、乙は、故意 又

は過失の有無にかかわらず、被害の補償その他必要な措置を行わなければならない。 

（森林等の保全） 

第１０条 乙は、造成区域外周の残置森林及び造成区域内の造成森林（以下｢森林等｣とい

う。）を、他の目的に転用してはならない。 

２ 乙は、甲が誓約している「残置する森林等の管理に関する誓約書」（２０２３年（令

和５年）５月２９日誓約）の内容について遵守しなければならない。 

（立入り調査等） 

第１１条 甲は、この協定事項を適正に実施するために必要な限度において、甲の関係の

職員をして工場内へ立ち入らせ、施設、その他の物件及び帳簿書類等の調査をさせるこ

とができるものとし、乙はこれに積極的に協力するものとする。 

（地位の承継） 

第１２条 乙は、工場等（工場等の敷地となる土地を含む。）に関する所有権の全部又は

一部を他に移転し、又は使用貸借等による権利の設定を行おうとするときは、新たに権

利を取得した者に対し、この協定における乙の地位を承継させるものとする。 

（疑義事項等の協議） 

第１３条 この協定に定めのない事項について定めをする必要が生じたとき、この協定に

定める事項について疑義が生じたとき、又はこの協定に定める事項を変更しようとする

ときは、その都度甲及び乙が協議して定めるものとする。 

 



 

上記のとおり、合意の成立を証するため、本通２通を作成し、甲及び乙が記名押印の

上、各自その１通を所持するものとする。 

 

     年（令和  年）  月  日 

 

       甲 福山市東桜町３番５号 

         福 山 市 

         福山市長 枝 広 直 幹 

 

 

       乙 ［進出企業］ 



福山北産業団地（第２期事業の区域）工場等の建築基準 

 

（目的） 

第１条 この基準は、福山北産業団地第２期事業地内に立地する工場又は事業場（以下

「工場等」という。）の用地の利用及び建築物等の構造、形態等について定め、これを

工場等の立地条件とし、もってこの地域の環境を維持増進することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この基準において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 建築物 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規定する建築物をいう。 

(2) 生産施設用地 

工場立地法施行規則（昭和４９年大蔵省・厚生省・農林省・通商産業省・運輸省令

第１号、以下「規則」という。）第２条に規定する生産施設の用に供する土地をいう。 

(3) 緑地 

規則第３条に規定する緑地をいう。 

(4) 環境施設用地 

前号に規定する緑地及び規則第４条に規定する緑地以外の環境施設の用に供す 

る土地をいう。 

（建築物の不燃化） 

第３条 建築物は、その主要構造部を木造としてはならない。ただし、延べ面積が５０平

方メートル以内の附属建築物で、その外壁及び軒裏を防火構造としたものについては、

この限りでない。 

（出入口の位置） 

第４条 工場等の門その他出入り口の数は、必要最小限に止め、幅及び設置場所は車両の

出入が円滑に行われ、かつ、道路交通上支障を及ぼさないものでなければならない。 

（駐車場） 

第５条 敷地内には、来客、従業員等のために必要な駐車場を設置しなければならない。 

（環境施設用地の配置） 

第６条 環境施設用地は、敷地周辺の土地利用や景観を考慮し、適切な位置に配置するこ

ととし、建築物等については、集約化を図るものとする。 

（生産施設等の配置） 

第７条 工場等の生産施設及び公害防止施設は、周辺の環境の保全に配慮した場所及び公

害、災害等を及ぼすおそれのない場所に設置するものとする。 

２ 荷役施設は、道路に直接面しない場所に設置するものとする。 



福山北産業団地第２期事業 公害規制規準 

項   目 

法 ･ 条 例 団 地 基 準 

数 値 数 値 

大気汚染 

硫黄酸化物（ＳＯｘ） Ｋ値 １７．５ 法・条例による 

窒素酸化物（ＮＯｘ） 

施設による 

例）ガス專焼ボイラー１５０ｐｐｍ 

（Ｑ＜1 万Ｎｍ３／ｈ） 

法・条例による 

ばいじん 

施設による 

例）ガス專焼ボイラー0.1ｇ／Ｎｍ３

（Ｑ＜１万ｍ３／ｈ） 

燃料使用基準  硫黄含有率 1％以下 

水質汚濁   

公共下水道へ接続すること。 

下水道への排水は公共下水道

受入基準による。 

騒 音 

昼 

（午前８時から 

午後６時まで） 

７０デシベル ６０デシベル 

朝･夕 

（午前６時から午前８

時まで・午後６時から

午後１０時まで） 

７０デシベル ６０デシベル 

夜 

（午後１０時から 

翌日午前６時まで） 

６０デシベル ６０デシベル 

振 動 

昼 

（午前７時から 

午後７時まで） 

６５デシベル 

法・条例による。 

夜 

（午後７時から翌日午

前７時まで） 

６０デシベル 

地盤沈下   地下水を採取しないこと。 

悪 臭 臭気指数 
第１号規制基準 １５ 

（敷地境界の規制基準） 
法・条例による。 

※ 法･条例が団地基準より厳しい場合は，法･条例基準を適用する。 




